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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　潜像を担持する像担持体と、前記像担持体の表面を帯電する帯電手段と、前記帯電手段
によって帯電された前記像担持体の表面を露光して潜像を形成する露光手段と、前記像担
持体の表面に形成された潜像をトナーを含有する現像剤で現像する現像手段とを有する、
複数の作像手段と、
所定のタイミングで、前記作像手段により作像される画像の画像濃度が所望の画像濃度と
なるような、少なくとも前記像担持体の帯電電位を含む前記作像手段の第一の作像条件を
決定する第一の作像条件決定手段とを備えた画像形成装置において、
前記第一の作像条件決定手段で決定された前記第一の作像条件を記憶する記憶手段と、
前記記憶手段に記憶された前記第一の作像条件から、各像担持体の帯電電位の相対関係を
基に、所望の画像濃度が得られるような前記作像手段の第二の作像条件を決定する第二の
作像条件決定手段とを有し、
前記第二の作像条件決定手段は前記第二の作像条件として、前記記憶手段に記憶された前
記第一の作像条件から、各像担持体の帯電電位の相対関係を維持しつつ、所望の画像濃度
が得られるような作像条件を決定し、
前記第二の作像条件決定手段は、前記第一の作像条件である前記帯電電位を基に、前記第
二の作像条件として少なくとも前記帯電手段の帯電電位条件を変更することを特徴とする
画像形成装置。
【請求項２】
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　請求項１に記載の画像形成装置において、
前記第二の作像条件決定手段は、前記第一の作像条件である前記帯電電位を基に、前記第
二の作像条件として少なくとも前記現像手段の現像電位条件を決定することを特徴とする
画像形成装置。
【請求項３】
　請求項１または２に記載の画像形成装置において、
前記第二の作像条件決定手段は、前記第一の作像条件である前記帯電電位を基に、前記第
二の作像条件として少なくとも前記露光手段の露光条件を決定することを特徴とする画像
形成装置。
【請求項４】
　請求項１乃至３のいずれか一記載の画像形成装置において、
前記相対関係は、各像担持体の帯電電位の差であることを特徴とする画像形成装置。
【請求項５】
　請求項１乃至３のいずれか一記載の画像形成装置において、
前記相対関係は、各像担持体の帯電電位の比であることを特徴とする画像形成装置。
【請求項６】
　請求項１乃至３のいずれか一記載の画像形成装置において、
前記相対関係は、各像担持体の帯電電位の上下関係であることを特徴とする画像形成装置
。
【請求項７】
　請求項１乃至６のいずれか一記載の画像形成装置において、
前記第二の作像条件決定手段によって前記相対関係を維持できるような前記第二の作像条
件を決定することができない場合に、前記第一の作像条件決定手段による前記第一の作像
条件の決定を行うことを特徴とする画像形成装置。
【請求項８】
　潜像を担持する像担持体と、前記像担持体の表面を帯電する帯電手段と、前記帯電手段
によって帯電された前記像担持体の表面を露光して潜像を形成する露光手段と、前記像担
持体の表面に形成された潜像をトナーを含有する現像剤で現像する現像手段とを有する、
複数の作像手段と、
所定のタイミングで、前記作像手段により作像される画像の画像濃度が所望の画像濃度と
なるような、少なくとも前記像担持体の帯電電位を含む前記作像手段の第一の作像条件を
決定する第一の作像条件決定手段とを備えた画像形成装置において、
前記第一の作像条件決定手段で決定された前記第一の作像条件を記憶する記憶手段と、
前記記憶手段に記憶された前記第一の作像条件から、各像担持体の帯電電位の相対関係を
基に、所望の画像濃度が得られるような前記作像手段の第二の作像条件を決定する第二の
作像条件決定手段とを有し、
前記第二の作像条件決定手段によって前記相対関係を維持できるような前記第二の作像条
件を決定することができない場合に、前記第一の作像条件決定手段による前記第一の作像
条件の決定を行うことを特徴とする画像形成装置。
【請求項９】
　請求項１乃至８のいずれか一記載の画像形成装置において、
画質優先モードと速度優先モードとを有しており、
前記画質優先モードにおいて、前記第二の作像条件決定手段によって前記相対関係を維持
できるような前記第二の作像条件を決定できない場合に、前記第一の作像条件決定手段に
よる前記第一の作像条件の決定を行うことを特徴とする画像形成装置。
【請求項１０】
　潜像を担持する像担持体と、前記像担持体の表面を帯電する帯電手段と、前記帯電手段
によって帯電された前記像担持体の表面を露光して潜像を形成する露光手段と、前記像担
持体の表面に形成された潜像をトナーを含有する現像剤で現像する現像手段とを有する、
複数の作像手段と、
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所定のタイミングで、前記作像手段により作像される画像の画像濃度が所望の画像濃度と
なるような、少なくとも前記像担持体の帯電電位を含む前記作像手段の第一の作像条件を
決定する第一の作像条件決定手段とを備えた画像形成装置において、
前記第一の作像条件決定手段で決定された前記第一の作像条件を記憶する記憶手段と、
前記記憶手段に記憶された前記第一の作像条件から、各像担持体の帯電電位の相対関係を
基に、所望の画像濃度が得られるような前記作像手段の第二の作像条件を決定する第二の
作像条件決定手段とを有するとともに、
画質優先モードと速度優先モードとを有しており、
前記画質優先モードにおいて、前記第二の作像条件決定手段によって前記相対関係を維持
できるような前記第二の作像条件を決定できない場合に、前記第一の作像条件決定手段に
よる前記第一の作像条件の決定を行うことを特徴とする画像形成装置。
【請求項１１】
　潜像を担持する像担持体と、前記像担持体の表面を帯電する帯電手段と、前記帯電手段
によって帯電された前記像担持体の表面を露光して潜像を形成する露光手段と、前記像担
持体の表面に形成された潜像をトナーを含有する現像剤で現像する現像手段とを有する、
複数の作像手段と、
所定のタイミングで、前記作像手段により作像される画像の画像濃度が所望の画像濃度と
なるような、少なくとも前記像担持体の帯電電位を含む前記作像手段の第一の作像条件を
決定する第一の作像条件決定手段とを備えた画像形成装置において、
前記第一の作像条件決定手段で決定された前記第一の作像条件を記憶する記憶手段と、
前記記憶手段に記憶された前記第一の作像条件から、各像担持体の帯電電位の相対関係を
基に、所望の画像濃度が得られるような前記作像手段の第二の作像条件を決定する第二の
作像条件決定手段とを有し、
前記第二の作像条件決定手段は、前記第一の作像条件決定手段よりも短い周期で、前記記
憶手段に記憶された前記第一の作像条件から各像担持体の帯電電位の相対関係を維持し、
かつ、所望の画像濃度が得られるような、前記第二の作像条件を決定するものであり、
前記第一の作像条件または前記第二の作像条件に基づいて、所定の調整動作を実行する調
整手段を有することを特徴とする画像形成装置。
【請求項１２】
　潜像を担持する像担持体と、前記像担持体の表面を帯電する帯電手段と、前記帯電手段
によって帯電された前記像担持体の表面を露光して潜像を形成する露光手段と、前記像担
持体の表面に形成された潜像をトナーを含有する現像剤で現像する現像手段とを有する、
複数の作像手段と、
所定のタイミングで、前記作像手段により作像される画像の画像濃度が所望の画像濃度と
なるような、少なくとも前記像担持体の帯電電位を含む前記作像手段の第一の作像条件を
決定する第一の作像条件決定手段とを備えた画像形成装置において、
前記第一の作像条件決定手段で決定された前記第一の作像条件を記憶する記憶手段と、
前記記憶手段に記憶された前記第一の作像条件から、各像担持体の帯電電位の相対関係を
基に、所望の画像濃度が得られるような前記作像手段の第二の作像条件を決定する第二の
作像条件決定手段とを有し、
前記現像手段は、トナーとキャリアとを含む現像剤を収容する現像剤収容部と、該現像剤
収容部に収容された現像剤を攪拌する攪拌手段とを有し、
前記現像剤収容部にトナーを補給するトナー補給手段と、
前記現像剤収容部内の現像剤のトナー濃度を制御するために参照されるトナー濃度制御基
準値に応じてトナー濃度を制御するトナー濃度制御手段とを備えており、
前記第二の作像条件決定手段は、前記第一の作像条件決定手段よりも短い周期で、前記記
憶手段に記憶された前記第一の作像条件から各像担持体の帯電電位の相対関係を維持し、
かつ、所望の画像濃度が得られるような、少なくとも帯電電位及び現像能力を含む前記第
二の作像条件を決定するものであり、
前記第一の作像条件または前記第二の作像条件に基づいて、所定の調整動作を実行する調
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整手段を有することを特徴とする画像形成装置。
【請求項１３】
　請求項１１または１２に記載の画像形成装置において、
前記第二の作像条件決定手段は、前記複数の作像手段のうちのいずれかひとつの作像手段
において作像された画像の濃度が所望の画像濃度となるような前記第二の作像条件を決定
し、
前記記憶手段に記憶された前記第一の作像条件から各像担持体の帯電電位の相対関係を維
持するように、前記複数の作像手段のうち他の作像手段が有する像担持体の帯電電位を決
定し、その決定した前記帯電電位で所望の画像濃度が得られるような、帯電電位以外の作
像条件を決定することを特徴とする画像形成装置。
【請求項１４】
　請求項１１乃至１３のいずれか一記載の画像形成装置において、
前記第一の作像条件決定手段が前記第一の作像条件の決定を行う前記所定のタイミングは
、電源ＯＮ時であることを特徴とする画像形成装置。
【請求項１５】
　請求項１１乃至１３のいずれか一記載の画像形成装置において、
前記第一の作像条件決定手段が前記第一の作像条件の決定を行う前記所定のタイミングは
、所定の時間放置された後であることを特徴とする画像形成装置。
【請求項１６】
　請求項１１乃至１３のいずれか一記載の画像形成装置において、
前記第一の作像条件決定手段が前記第一の作像条件の決定を行う前記所定のタイミングは
、所定の枚数印刷された後であることを特徴とする画像形成装置。
【請求項１７】
　請求項１２に記載の画像形成装置において、
前記調整手段は、前記第二の作像条件決定手段によって、現在よりも現像能力を上げるよ
うに決定された場合に、前記トナー補給手段によって前記現像剤収容部にトナーを補給さ
せることを特徴とする画像形成装置。
【請求項１８】
　請求項１２または１７に記載の画像形成装置において、
前記調整手段は、前記第二の作像条件決定手段によって、現在よりも現像能力を下げるよ
うに決定された場合に、前記現像剤収容部に収容された現像剤を前記攪拌手段によって攪
拌させることを特徴とする画像形成装置。
【請求項１９】
　請求項１２に記載の画像形成装置において、
前記調整手段は、前記第二の作像条件決定手段によって、現在よりも現像能力を上げるよ
うに決定された場合に、前記トナー濃度制御手段によって、現在のトナー濃度よりも高い
トナー濃度に制御されるように前記トナー濃度制御基準値を変更することを特徴とする画
像形成装置。
【請求項２０】
　請求項１２または１９に記載の画像形成装置において、
前記調整手段は、前記第二の作像条件決定手段によって、現在よりも現像能力を下げるよ
うに決定された場合に、前記トナー濃度制御手段によって、現在のトナー濃度よりも低い
トナー濃度に制御されるように前記トナー濃度制御基準値を変更することを特徴とする画
像形成装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、画像形成装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
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　従来、複数の像担持体それぞれに形成されたトナー像を、各像担持体と転写体とが接触
することで形成された各転写ニップで転写体に、それぞれ重ね合わせて転写して混色画像
を形成する画像形成装置が知られている。
【０００３】
　特許文献１に記載の画像形成装置においては、像担持体たる感光体、これを帯電する帯
電装置、帯電後の感光体に潜像を形成する露光装置、前記潜像を現像してトナー像を得る
現像装置などからなる作像装置を、中間転写ベルトに沿って４つ有している。そして、４
つの感光体上にイエロー、マゼンタ、シアン、ブラックのトナー像をそれぞれ形成し、こ
れらトナー像を順次重ね合わせて中間転写ベルト上に一次転写したトナー像を、最終的に
記録媒体である用紙上に二次転写してフルカラー画像を得る。
【０００４】
　また、特許文献１に記載の画像形成装置では、次のような作像条件決定制御が実施可能
となっている。すなわち、画像濃度が互いに異なる複数のパッチパターン像を感光体上に
形成し、それらを感光体から中間転写ベルトの表面に転写する。そして、それら複数のパ
ッチパターン像のトナー付着量を光学センサによって検知し、その検知結果に基づいて、
感光体の帯電電位や、露光装置の露光強度や、現像ポテンシャルなどの作像条件について
、ベタ画像の目標の画像濃度を実現し得る値を決定する。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　感光体から中間転写ベルトにトナー像を転写する一次転写では、感光体と中間転写ベル
トとの間に生じる転写電界が大きすぎると、一次転写ニップ近傍において中間転写ベルト
と感光体との間に形成される微小ギャップで放電が発生する。この放電が原因で、中間転
写ベルト回転方向上流側の作像装置から既に中間転写ベルト上に転写されたトナーの一部
が、中間転写ベルトから前記下流側の作像装置の感光体側に転写される所謂逆転写が発生
する。そして、ベタ画像の画像濃度が目標の画像濃度となるように、作像条件決定制御で
作像条件として感光体の帯電電位が変更されると、前記微小ギャップで発生し得る前記放
電の強さが変わり、中間転写ベルトから感光体に逆転写するトナーの逆転写率が変化する
。その結果、作像条件の調整前と調整後とで、少なくとも２色のトナーを用いて形成する
混色画像の色味が変動してしまうといった問題が生じ得る。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記課題を解決するために、本発明は、潜像を担持する像担持体と、前記像担持体の表
面を帯電する帯電手段と、前記帯電手段によって帯電された前記像担持体の表面を露光し
て潜像を形成する露光手段と、前記像担持体の表面に形成された潜像をトナーを含有する
現像剤で現像する現像手段とを有する、複数の作像手段と、所定のタイミングで、前記作
像手段により作像される画像の画像濃度が所望の画像濃度となるような、少なくとも前記
像担持体の帯電電位を含む前記作像手段の第一の作像条件を決定する第一の作像条件決定
手段とを備えた画像形成装置において、前記第一の作像条件決定手段で決定された前記第
一の作像条件を記憶する記憶手段と、前記記憶手段に記憶された前記第一の作像条件から
、各像担持体の帯電電位の相対関係を基に、所望の画像濃度が得られるような前記作像手
段の第二の作像条件を決定する第二の作像条件決定手段とを有し、前記第二の作像条件決
定手段は前記第二の作像条件として、前記記憶手段に記憶された前記第一の作像条件から
、各像担持体の帯電電位の相対関係を維持しつつ、所望の画像濃度が得られるような作像
条件を決定し、前記第二の作像条件決定手段は、前記第一の作像条件である前記帯電電位
を基に、前記第二の作像条件として少なくとも前記帯電手段の帯電電位条件を変更するこ
とを特徴とする。
【発明の効果】
【０００７】
　以上、本発明によれば、混色画像の色味の変動を抑えつつ所望の画像濃度を得ることが
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できるという優れた効果がある。
【図面の簡単な説明】
【０００８】
【図１】各感光体の帯電電位の相対関係を維持しつつ作像条件を変更する制御について説
明する図。
【図２】実施形態に係るプリンタの概略構成図。
【図３】実施形態に係るプリンタに備えられた作像部の概略構成図。
【図４】作像電位について説明する図。
【図５】現像ポテンシャルとトナー付着量との関係の一例を示すグラフ。
【図６】画像形成動作中に作像条件を変更する制御の一例について説明する図。
【図７】画像形成動作中に作像条件を変更する制御の他例について説明する図。
【図８】逆転写について説明する図。
【図９】画像階調制御について説明する図。
【図１０】実施例１における各作像部の作像条件を決定する制御フローの一例を示す図。
【図１１】実施例１における第二の作像条件決定制御の具体的な制御フローについて説明
する図。
【図１２】実施例１における帯電電位判定の具体的な制御フローについて説明する図。
【図１３】実施例１における帯電電位調整制御の具体的な制御フローについて説明する図
。
【図１４】実施例２における第二の作像条件決定制御の具体的な制御フローについて説明
する図。
【図１５】実施例３における帯電電位調整制御の具体的な制御フローについて説明する図
。
【図１６】実施例３における帯電電位比率調整制御の具体的な制御フローについて説明す
る図。
【図１７】実施例３における帯電電位比率調整制御の詳細について説明する図。
【図１８】実施例３における電位差条件算出の詳細について説明する図。
【図１９】実施例３における調整電位条件算出の詳細について説明する図。
【図２０】実施例４における各作像部の作像条件を決定する制御フロー図。
【図２１】実施例４の実効可能判断について説明する図。
【図２２】実施例５における各作像部の作像条件を決定する制御フロー図。
【図２３】実施形態２における各作像部１の作像条件を決定する制御フロー図。
【図２４】作像条件決定制御を実行する構成の一例を示すブロック図。
【図２５】実施形態２における第二の作像条件決定タイミング時の具体的な制御フローに
ついて説明する図。
【図２６】第一の作像条件決定タイミングを、プリンタの電源ＯＮ直後とした場合におけ
る制御フローの一例を示した図。
【図２７】第一の作像条件決定タイミングを、プリンタを動作させずに所定の時間放置さ
れたタイミングとした場合における制御フローの一例を示した図。
【図２８】第一の作像条件決定タイミングを、所定の枚数印刷されたタイミングとした場
合における制御フローの一例を示した図。
【図２９】実施形態２における調整動作を具体的にした一例を示す図。
【図３０】作像条件決定制御を実行する構成の他例を示すブロック図。
【図３１】図３０に示すブロック図の構成を使用した際における調整動作に関する制御フ
ローの一例を示した図。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　［実施形態１］
　本発明を適用した画像形成装置であるプリンタの一実施形態について説明する。図２は
、本実施形態に係るプリンタの概略構成図である。図３は、本実施形態に係るプリンタに
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備えられた作像部１の概略構成図である。本実施形態に係るプリンタは、中間転写体とし
ての中間転写ベルト３８に沿って４つの作像部１Ｙ，１Ｍ，１Ｃ，１Ｋが設けられている
。そして、イエロー（Ｙ）、マゼンタ（Ｍ）、シアン（Ｃ）、黒（Ｋ）の各色のトナーを
用いて、各色のトナー像を中間転写ベルト３８上に重ね合わせて転写し、フルカラートナ
ー像が形成可能となっている。
【００１０】
　作像部１には、像担持体である感光体８が中間転写ベルト３８のおもて面と接触するよ
うに設けられている。また、感光体８の周りには、帯電ローラ１８と、露光装置２０と、
現像装置２２と、一次転写装置１０と、クリーニングブレード２４ａを備えた感光体クリ
ーニング装置２４等が配設されている。現像装置２２には、トナーとキャリアとを含む現
像剤を収容するケーシング２２ｂや、ケーシング２２ｂ内に収容された現像剤を攪拌する
現像剤攪拌スクリュ２２ｃや、ケーシング２２ｂ内に収容された現像剤を担持する現像ロ
ーラ２２ａなどが設けられている。なお、プリンタ内に設けられたトナー補給装置によっ
て、トナーを収納するトナー容器から現像装置２２のケーシング２２ｂ内にトナー補給が
可能となっている。また、帯電ローラ１８と現像装置２２の間において、露光装置２０の
ミラー２０ａを介して感光体８上の露光箇所２６に露光光Ｌｂが照射され、走査されるよ
うになっている。
【００１１】
　プリンタにおける画像形成動作としては、感光体８が回転を始めると、感光体８の表面
が帯電ローラ１８により均一に帯電される。そして、その帯電された感光体８の表面上に
おける露光箇所２６に、露光装置２０により画像情報に基づいた露光光Ｌｂが照射されて
、作成すべき画像に対応した静電潜像が感光体８上に形成される。
【００１２】
　感光体８上に形成された静電潜像は、感光体８の回転により現像装置２２の現像ローラ
２２ａとの対向箇所へ移動し、ここで現像剤としてのトナーが現像ローラ２２ａから供給
されて顕像化（可視像化）され、トナー像が形成される。感光体８上に形成されたトナー
像は、感光体８と中間転写ベルト３８とが接触して形成された一次転写ニップＮ１で、一
次転写装置１０による一次転写バイアスの印加により感光体８上から中間転写ベルト３８
上に転写される。中間転写ベルト３８上に転写されたフルカラートナー像は、二次転写ロ
ーラ１４と中間転写ベルト３８とが接触して形成された二次転写ニップＮ２で、給紙トレ
イ１２から給紙ローラ１３により給紙された記録媒体である用紙Ｐ上に転写される。フル
カラートナー像が転写された用紙Ｐは、定着装置１５へ向けて搬送され、定着装置１５で
加圧ローラ１５ａと加熱ローラ１５ｂとにより熱や圧力によって、用紙Ｐ上にフルカラー
トナー像が定着される。フルカラートナー像が定着された用紙Ｐは、排紙ローラ対１６に
よって排紙トレイ１７へ排出されてスタックされる。
【００１３】
　また、一次転写ニップＮ１で中間転写ベルト３８上に転写されずに、転写後の感光体８
上に残った残留トナーは、感光体８の回転に伴って感光体クリーニング装置２４に至る。
そして、感光体クリーニング装置２４を通過する間に、クリーニングブレード２４ａによ
って感光体８上から掻き落とされて清掃される。その後、感光体８上の残留電位が除電装
置により除去され、次の作像工程に備えられる。
【００１４】
　図１には、４色の作像部１を有した画像形成装置の例を示したが、この他にも２色分の
作像部１を有する画像形成装置や、白色または透明といったトナーを加えた５色分の作像
部１を有する画像形成装置などを用いても良い。
【００１５】
　図４は、作像電位について説明する図である。本実施形態においては、感光体８が帯電
ローラ１８によって帯電された感光体表面の電位を帯電電位と呼び、感光体８の帯電され
た表面上における露光装置２０の露光光Ｌｂによる露光後の静電潜像の電位を露光部電位
と呼ぶ。また、現像ローラ２２ａの電位を現像電位と呼び、現像電位と露光部電位との差
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を現像ポテンシャルと呼ぶ。トナーは、その剤状態や環境に応じた帯電量を有しており、
現像装置２２の現像ローラ２２ａ上に担持されたトナーは、この現像ポテンシャル分の電
位を相殺するように感光体８上に形成された静電潜像へと移動する。よって、感光体８上
に形成された静電潜像に対するトナーの付着量は、トナーの帯電量と現像ポテンシャルと
によって変化する。
【００１６】
　なお、帯電電位と現像電位との差は地肌ポテンシャルと呼ばれる。一般に、地肌ポテン
シャルが小さすぎると、トナーが静電潜像（露光部）以外にも付着して地汚れを起こす。
逆に、地肌ポテンシャルが高すぎると、静電潜像（露光部）との電位差で生じる電界強度
が高くなることが原因で、画像端部のトナーがかすれたり、抜けたりする不具合が生じる
。
【００１７】
　図５は、現像ポテンシャルとトナー付着量との関係の一例を示すグラフである。従来、
電子写真方式の画像形成装置においては、常に安定した画像濃度を得るため、次のような
画像濃度制御を行うことが知られている。すなわち、感光体８上にトナー付着量が互いに
異なるように互いに異なる作像条件（現像ポテンシャル）で形成された複数個の濃度検知
用トナーパッチからなる階調パターンを作成する。それらトナーパッチを付着量検知手段
である光学センサ３４により検出した検出値と、所定の付着量算出アルゴリズムとを用い
て各トナーパッチのトナー付着量を算出する。そして、各トナーパッチのトナー付着量と
現像ポテンシャルとの関係から、現像ポテンシャルとトナー付着量との関係を示す現像性
能直線たる直線方程式ｙ＝ａｘ＋ｂを求める。求めた直線方程式から、現像γ（現像ポテ
ンシャルを横軸、トナー付着量を縦軸としたときの傾きａ）、及び、現像開始電圧Ｖｋ（
現像ポテンシャルを横軸、トナー付着量を縦軸としたときの切片ｂ）を求める。その求め
た現像γや、現像開始電圧Ｖｋに基づいて、適正なトナー付着量となる現像ポテンシャル
を設定する。そして、設定した現像ポテンシャルとなるよう、露光装置２０の露光光Ｌｂ
の露光量（ＬＤパワー）、帯電電位（帯電バイアス）、現像電位（現像バイアス）などの
作像条件を決定する制御を行う。
【００１８】
　図６を用いて、画像形成動作中に作像条件を変更する制御の一例について説明する。従
来、画像形成動作中に作像条件を変更する制御も知られている。例えば、図６に示すよう
に、中間転写ベルト３８上における印刷画像と印刷画像との間の紙間領域に、所定の現像
ポテンシャルとなるような作像条件で調整用画像（トナーパッチ）を中間転写ベルト３８
上に形成する。そして、その調整用画像を画像濃度検知センサで検知して画像濃度を検知
し、作像条件決定手段によって作像条件が決定される制御である。これにより、簡易的で
はあるものの、画像形成動作中に画像濃度を所望の濃度に維持することができる。なお、
図６では、画像濃度検知センサを１つだけ設けた例で説明したが、画像濃度検知センサを
中間転写ベルト幅方向で複数個配置し、複数色の調整用画像を同時に中間転写ベルト３８
上の同じ紙間領域に形成して、各色の画像濃度を検知するように構成してもよい。
【００１９】
　図７を用いて、画像形成動作中に作像条件を変更する制御の他例について説明する。図
７に示すように、中間転写ベルト３８上におけるベルト幅方向で印刷画像領域外に相当す
る位置に対応させて、画像濃度検知センサとして光学センサ３４を２つ設ける。そして、
印刷画像領域外に形成された複数の調整用画像である階調パターンの画像濃度を、各光学
センサ３４で検知して、作像条件を決定する制御も知られている。さらには、用紙などの
転写材に転写、定着された印刷画像の出力部に光学センサ３４を有し、中間転写ベルト３
８上のトナー像の画像濃度を計測して、作像条件を決定する制御も知られている。また、
前記調整用画像を作像せずに、印刷画像濃度や、印刷枚数や、トナー濃度によるトナーの
付着量の変化の関係などを予め実験等で求めておき、この関係を用いて作像条件を決定す
る制御も知られている。
【００２０】
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　また、これまで中間転写ベルト上で調整用画像の画像濃度を光学センサ３４などの画像
濃度検知センサで検知する構成について説明したが、これに限るものではない。従来、用
紙を二次転写ベルト上に担持して、中間転写ベルトと二次転写ベルトとが接して形成され
た二次転写ニップに搬送し、中間転写ベルト上のトナー像を二次転写ニップで用紙上に二
次転写する構成の画像形成装置が知られている。このような画像形成装置において、中間
転写ベルト上の紙間に相当する部分に調整用画像を形成し、この調整用画像を二次転写ニ
ップで中間転写ベルトから二次転写ベルトに転写する。そして、二次転写ベルト上に転写
れた調整用画像を画像濃度検知センサで検知し、画像濃度検知センサで検知した検知結果
に基づいて、作像条件を決定するように構成してもよい。
【００２１】
　図８は、逆転写について説明する図である。電子写真方式の画像形成装置における一次
転写では、感光体８と中間転写ベルト３８との間に生じる転写電界が大きすぎると、一次
転写ニップＮ１（転写接触部）近傍の微小ギャップ（エアギャップ部）で放電が発生する
。図８に示すように、前記放電が発生すると、一度、感光体８上から中間転写ベルト３８
上に転写されたトナーが、再び感光体８上に引き戻される現象である所謂逆転写が起こる
ため、転写効率が低下する。なお、中間転写ベルト３８上のトナー量に対する逆転写トナ
ー量の比を逆転写率と呼ぶ。こうした逆転写が発生すると、少なくとも２色のトナーを用
いて形成する混色画像において、次のような不具合が生じ得る。中間転写ベルト回転方向
で、上流側に位置する作像部１で感光体８から中間転写ベルト３８に転写されたトナー像
の一部のトナーが、下流側に位置する作像部１の感光体８に付着し、混色画像を形成する
各色のトナー量の比が変化して色味の変動が発生する。
【００２２】
　図９は、画像階調制御について説明する図である。図５を用いて説明したプロセスコン
トロールで、ベタパターン画像の画像濃度は調整されるが、前記プロセスコントロールで
感光体８の帯電電位が変更されると、トナーの逆転写率が変化する。このため、所定のタ
イミングにおいて、図９に示すような複数の面積階調パターンを用いたテストパターンを
形成し、各中間調が狙いの画像濃度になるような面積階調パターンを選択する画像階調制
御が行われる。ただし、前記画像階調制御は、前記テストパターンを形成する必要がある
ためトナー消費量が膨大となる他、処理時間がかかることから、頻繁に実施することがで
きない。このため、必ずしもプロセスコントロールで作像条件である感光体８の帯電電位
が決定されるタイミングで、面積階調パターンを変更することができず、中間調が狙いの
画像濃度にならないことがあった。
【００２３】
　本実施形態のプリンタにおいては、プリンタ内に設けられた、第一の作像条件決定部と
第二の作像条件決定部とを有する演算処理部や、揮発性メモリや不揮発性メモリを有する
記憶装置などを用いて、以下の処理が実施可能となっている。所定のタイミング（第一の
作像条件決定タイミング）で第一の作像条件決定部により、最適な画像濃度となる少なく
とも感光体８の帯電電位を含む作像条件（第一の作像条件）を決定する。また、このよう
に第一の作像条件決定部で決定された前記作像条件（第一の作像条件）を、記憶装置に記
憶しておく。次に、前記所定のタイミング（第一の作像条件決定タイミング）よりも短い
周期のタイミング（第二の作像条件決定タイミング）で、第二の作像条件決定部により、
記憶装置に記憶した前記作像条件（第一の作像条件）から各感光体８の帯電電位を呼び出
す。そして、その呼び出した各感光体８の帯電電位を基に、最適な画像濃度になるような
作像条件（第二の作像条件）を決定する。
【００２４】
　図１を用いて、各感光体８の帯電電位の相対関係を維持しつつ、各作像部１の作像条件
を決定する制御について説明する。本実施形態においては、図１のように、所定のタイミ
ングにおいて算出された、ベタ画像に最適な感光体８の帯電電位の相対関係を記憶装置に
記憶しておく。そして、次の所定のタイミングまでに作像条件を変更する際は、各感光体
８の帯電電位の相対関係を維持しつつ、帯電電位以外の他の作像条件を最適な画像濃度に
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なるように決定する。
【００２５】
　ここで、各感光体８の帯電電位の相対関係は、以下のようなものが考えられる。例えば
、作像部１が作像順にイエロー、マゼンタ、シアン、黒の順に並んでいる。そして、前記
所定のタイミングである第一の作像条件決定タイミングにおいて、感光体の帯電電位が作
像順にそれぞれ－４９０［Ｖ］、－５１０［Ｖ］、－４５０［Ｖ］、－４８０［Ｖ］と決
定された場合を考える。この場合、各感光体８の帯電電位の相対関係を、各感光体８の帯
電電位の上下関係とするならば、第二の作像条件決定タイミングでは、シアン＜黒＜イエ
ロー＜マゼンタの順を保つように、各感光体８の帯電電位を設定すればよい。
【００２６】
　各感光体８の帯電電位の相対関係を差とするならば、第二の作像条件決定タイミングで
は、作像順にそれぞれ（－４９０＋α）［Ｖ］、（－５１０＋α）［Ｖ］、（－４５０＋
α）［Ｖ］、（－４８０＋α）［Ｖ］となるようなαを求めることになる。
【００２７】
　同様に、各感光体８の帯電電位の相対関係を比としてもよい。この場合、第二の作像条
件決定タイミングでは、作像順にそれぞれ（－４９０×β）［Ｖ］、（－５１０×β）［
Ｖ］、（－４５０×β）［Ｖ］、（－４８０×β）［Ｖ］となるようなβを求めることに
なる。
【００２８】
　他にも、どれか一色を基準にして、その色との比をそれぞれ一定に保つようにしてもよ
い。例えば、イエローの帯電電位（γ［Ｖ］）を基準として、順にγ、γ×（－５１０／
－４９０）［Ｖ］、γ×（－４５０／－４９０）［Ｖ］、γ×（－４８０／－４９０）［
Ｖ］などとしてもよい。
【００２９】
　上記のような方法の中から、各作像部１の逆転写率の比を維持する手法を選択すれば、
上流側作像部で中間転写ベルト３８上に形成されたトナー像が、下流側作像部で逆転写す
る現象は生じるものの、各作像部１の逆転写率の比を維持することができる。そのため、
図９を用いて説明したような階調制御が実施できない期間でも、前記所定のタイミングで
作像条件を決定することで得られた混色画像の色味を維持し続けることができる。
【００３０】
　［実施例１］
　図１０に、実施例１における各作像部１の作像条件を決定する制御フローの一例を示す
。まず、第一の作像条件決定タイミングかを判断する（Ｓ１）。なお、第一の作像条件決
定タイミングは、例えばプリンタの電源を入れたとき（電源ＯＮ時）や、予め定めた印刷
枚数に達したときや、放置時間が予め定めた所定時間に達したときや、ユーザーが実行要
求を行ったときなどに設定しておけば良い。他に、温湿度センサをプリンタに設けて、温
湿度センサで検知された温度や湿度の変化量が、所定変化量を超えたときをタイミングと
して設定したり、所定時刻に実行するようにしたりしても良い。
【００３１】
　第一の作像条件決定タイミングであった場合は（Ｓ１でＹｅｓ）、図５を用いて説明し
たような電位制御、及び、図９を用いて説明したような階調制御によって、全色の作像部
１の第一の作像条件決定制御を実行する（Ｓ２）。そして、決定した作像条件のうち、各
感光体８の帯電電位である基準帯電電位の値を記憶装置に記憶する（Ｓ３）。
【００３２】
　一方、第一の作像条件決定タイミングでない場合は（Ｓ１でＮｏ）、第二の作像条件決
定タイミングかを判断する（Ｓ４）。第二の作像条件タイミングは、例えば、予め定めた
、第一の作像条件決定タイミングより少ない枚数の印刷枚数に達したときや、予め定めた
所定の印刷時間が経過したときなどに設定しておけば良い。
【００３３】
　第二の作像条件決定タイミングの場合は（Ｓ４でＹｅｓ）、記憶装置に記憶した前記基
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準帯電電位を考慮し、第二の作像条件決定を行う（Ｓ５）。なお、この第二の作像条件決
定制御の詳細については、後述する。第二の作像条件決定タイミングでない場合は（Ｓ４
でＮｏ）、何もせずに一連の制御を終了する。
【００３４】
　図１１は、実施例１における第二の作像条件決定制御の具体的な制御フローについて説
明する図である。図１１に示す実施例１における第二の作像条件決定制御では、まず、図
６や図７を用いて説明したような印刷中電位制御によって、目標のトナー付着量が得られ
る現像ポテンシャルを算出する（Ｓ１）。次に、算出された現像ポテンシャルが、現在の
帯電電位で実現できるかを判断する帯電電位判定を行う（Ｓ２）。なお、この帯電電位の
判断方法の詳細は、後述する。現在の帯電電位で実現できると判断した場合は（Ｓ２でＹ
ｅｓ）、そのまま作像条件を設定する（Ｓ５）。こうすることで、各作像部１における逆
転写条件が変化しないため、調整前後での印刷中の混色画像の色味変動を抑えることがで
きる。一方、前記算出された現像ポテンシャルが、現在の帯電電位で実現できないと判断
した場合は（Ｓ２でＮｏ）、帯電電位調整制御を実施する（Ｓ４）。なお、この帯電電位
調整制御の詳細については、後述する。帯電電位調整制御を実施した後、作像条件を設定
する（Ｓ５）。なお、この作像条件設定では、帯電電位判定または帯電電位調整制御で算
出された作像条件を設定するが、詳細は後述する。
【００３５】
　図１２は、実施例１における帯電電位判定の具体的な制御フローについて説明する図で
ある。帯電電位判定では、まず、現在の露光部電位を基に、所望の現像ポテンシャルが確
保できる現像電位を算出する（Ｓ１）。次に、算出した現像電位と現在の帯電電位との差
である地肌ポテンシャルが、予め定められた上下限範囲内であるか判断する（Ｓ２）。な
お、地肌ポテンシャルの上下限範囲は、予め実験等で画像端部のかすれと地汚れが共に許
容範囲内となるような値に決定しておけばよい。地肌ポテンシャルが予め定められた上下
限範囲内であれば（Ｓ２でＹＥＳ）、現在の帯電電位で実現できると判断する（Ｓ７）。
【００３６】
　地肌ポテンシャルが上下限範囲外であった場合は（Ｓ２でＮｏ）、現在の帯電電位と現
像電位とを基に、所望の現像ポテンシャルが確保できる露光光量を算出する（Ｓ３）。な
お、露光光量と露光部電位との関係は、予め実験等で求めておく。または、感光体８上の
電位を測定できる位置に電位センサを有し、第一の作像条件決定タイミングや印刷中に、
露光量と露光部電位との関係を測定し、記憶する方法を用いても良い。ここで算出した露
光光量が、予め定めた露光光量の上下限範囲内であれば（Ｓ４でＹｅｓ）、現在の帯電電
位で実現できると判断する（Ｓ７）。なお、露光光量の上下限範囲は、露光装置２０が出
力できる範囲内で、感光体８の露光部電位が変化する範囲に設定するなどすれば良い。
【００３７】
　露光光量が上下限範囲外であった場合は（Ｓ４でＮｏ）、算出した露光光量の条件下で
所望の現像ポテンシャルが得られる現像電位を算出し（Ｓ５）、算出した現像電位による
地肌ポテンシャルが上下限範囲内であるかを判断する（Ｓ６）。地肌ポテンシャルが上下
限範囲内であれば（Ｓ６でＹｅｓ）、現在の帯電電位で実現可能と判断する（Ｓ７）。こ
こで地肌ポテンシャルの上下限範囲外となる場合は（Ｓ６でＮｏ）、現在の帯電電位では
実現不可能とする（Ｓ８）。このような帯電電位判定を、全ての作像部１についてそれぞ
れ行う。
【００３８】
　図１３は、実施例１における帯電電位調整制御の具体的な制御フローについて説明する
図である。帯電電位調整制御では、まず、前述の帯電電位判定で実現不可と判断された作
像部１に対して、帯電電位の必要変更量を算出する（Ｓ１）。必要変更量は、基準作像条
件の帯電電位である基準帯電電位から、算出された現像ポテンシャルを実現するために変
更する必要のある帯電電位変更量の最小値とする。
【００３９】
　必要変更量は、例えば、以下のように求める。現像ポテンシャルを基準作像条件より大
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きくする必要がある場合は、露光光量を上下限範囲内の上限値とし、現像ポテンシャルの
値を基に現像電位と帯電電位とを設定する。帯電電位設定時の地肌ポテンシャルは、上下
限範囲内の最小値とすればよい。現像ポテンシャルを基準作像条件より小さくする必要が
ある場合は、露光光量を上下限範囲内の下限値とし、現像ポテンシャルの値を基に現像電
位と帯電電位とを設定する。帯電電位設定時の地肌ポテンシャルは、範囲内の最大値とす
ればよい。
【００４０】
　次に、全ての作像部１に対して、帯電電位の変更可能範囲を算出する（Ｓ２）。帯電電
位の変更可能範囲の最大値は、帯電ローラ１８の電圧と感光体８の帯電電位とが、一定の
関係を保つ範囲での最大値としたり、帯電ローラ１８に最大の電圧をかけた場合に、感光
体８が帯電する電位としたりすれば良い。帯電電位の変更可能範囲の最小値は、露光光量
を最大とした上で要求される現像ポテンシャルを基に算出される帯電電位とする。このと
き、地肌ポテンシャルは範囲内の最小値として算出すればよい。
【００４１】
　変更可能範囲が算出されたら、帯電電位調整判定を行う（Ｓ３）。この帯電電位調整判
定では、まず算出された必要変更量の方向が全て同一かどうかを判断する。算出された必
要変更量の方向が全て同一でない場合は、帯電電位調整は不可能と判断する（Ｓ４でＮｏ
）。このように、帯電電位調整が不可能と判断した場合は、通常作像条件設定として、帯
電電位判定で実現不可能と判断された作像部１に対してのみ、それぞれの必要変更量の電
位条件を設定する（Ｓ５）。
【００４２】
　算出された必要変更量の方向が全て同一であった場合は、必要変更量のうち、最大の値
である最大必要変更量を算出する。そして、全ての作像部１に対し、基準作像条件の帯電
電位に最大必要変更量の帯電電位変更を行った結果である調整後作像条件を算出し、調整
後作像条件が変更可能範囲の範囲内となるか判断する。いずれかの作像部１に対し範囲内
とならない場合は帯電電位調整が不可能と判断し、範囲内となる場合は、帯電電位調整は
可能と判断する。帯電電位調整が可能と判断した場合は（Ｓ４でＹｅｓ）、調整後作像条
件を設定する（Ｓ６）。
【００４３】
　こうすることで、実現可能な場合は、各感光体８における帯電電位の相対関係が維持さ
れるため、印刷中の色味変動を抑えることができる。
【００４４】
　［実施例２］
　図１４は、実施例２における第二の作像条件決定制御の具体的な制御フローについて説
明する図である。第二の作像条件決定制御は、図１４に示すような制御フローで行っても
良い。すなわち、実施例２における第二の作像条件決定制御では、まず、図６や図７を用
いて説明したような印刷中電位制御によって、目標のトナー付着量が得られる現像ポテン
シャルを算出する（Ｓ１）。次に、帯電電位判定において（Ｓ２）、算出された所望の現
像ポテンシャルを、第一の作像条件決定制御で設定された基準作像条件の基準帯電電位で
実現できるか判定する（Ｓ３）。なお、この判定は、図１２で示した制御フローにおける
帯電電位判定の基準となる帯電電位を、現在の帯電電位ではなく、基準帯電電位に置き換
えて実行すればよい。
【００４５】
　基準作像条件の帯電電位で実現できる場合は（Ｓ３でＹｅｓ）、基準帯電電位を設定し
（Ｓ４）、その基準帯電電位で作像条件を設定する（Ｓ７）。基準作像条件の帯電電位で
実現できない場合は（Ｓ３でＮｏ）、算出された現像ポテンシャルが、現在の帯電電位で
実現できるかを判断する帯電電位判定を行う（Ｓ５）。現在の帯電電位で実現できると判
断した場合は（Ｓ５でＹｅｓ）、そのまま作像条件を設定する（Ｓ７）。一方、現在の帯
電電位で実現できないと判断した場合は（Ｓ５でＮｏ）、実施例１で説明したような帯電
電位調整制御を実施し（Ｓ６）、その後、作像条件を設定する（Ｓ７）。こうすることで
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、一時的に印刷条件が基準作像条件と異なっていた場合は、実施例１に比べ調整前後での
色味変動が生じる可能性があるものの、基準帯電電位で印刷できる割合が増加するため、
全体として色味変動を抑えることができる。
【００４６】
　［実施例３］
　図１５は、実施例３における帯電電位調整制御の具体的な制御フローについて説明する
図である。実施例３における帯電電位調整制御では、まず、前述の帯電電位判定で実現不
可と判断された作像部１に対して、帯電電位の必要変更量を算出する（Ｓ１）。必要変更
量は、基準作像条件の帯電電位である基準帯電電位から、算出された現像ポテンシャルを
実現するために変更する必要のある帯電電位変更量の最小値とする。
【００４７】
　必要変更量は、例えば、以下のように求める。現像ポテンシャルを基準作像条件より大
きくする必要がある場合は、露光光量を上下限範囲内の上限値とし、現像ポテンシャルの
値を基に現像電位と帯電電位とを設定する。帯電電位設定時の地肌ポテンシャルは、上下
限範囲内の最小値とすればよい。現像ポテンシャルを基準作像条件より小さくする必要が
ある場合は、露光光量を上下限範囲内の下限値とし、現像ポテンシャルの値を基に現像電
位と帯電電位とを設定する。帯電電位設定時の地肌ポテンシャルは、範囲内の最大値とす
ればよい。
【００４８】
　次に、全ての作像部１に対して、帯電電位の変更可能範囲を算出する（Ｓ２）。帯電電
位の変更可能範囲の最大値は、帯電ローラ１８の電圧と感光体８の帯電電位とが、一定の
関係を保つ範囲での最大値としたり、帯電ローラ１８に最大の電圧をかけた場合に、感光
体８が帯電する電位としたりすれば良い。帯電電位の変更可能範囲の最小値は、露光光量
を最大とした上で要求される現像ポテンシャルを基に算出される帯電電位とする。このと
き、地肌ポテンシャルは範囲内の最小値として算出すればよい。
【００４９】
　変更可能範囲が算出されたら、帯電電位調整判定を行う（Ｓ３）。帯電電位調整判定で
は、まず算出された必要変更量の方向が全て同一かどうかを判断する。同一でない場合は
、帯電電位調整は不可能と判断する。同一であった場合は、必要変更量のうち、最大の値
である最大必要変更量を算出する。そして、全ての作像部１に対し、基準作像条件の帯電
電位に最大必要変更量の帯電電位変更を行った結果である調整後作像条件を算出し、調整
後作像条件が変更可能範囲の範囲内となるか判断する。いずれかの作像部１に対し範囲内
とならない場合は帯電電位調整が不可能と判断し、範囲内となる場合は、帯電電位調整は
可能と判断する。
【００５０】
　帯電電位調整が不可能と判断した場合は（Ｓ４でＮｏ）、通常作像条件を設定するので
はなく、帯電電位比率調整制御を実施する（Ｓ５）。一方、帯電電位調整制御が可能と判
断した場合は（Ｓ４でＹｅｓ）、調整後作像条件を設定する（Ｓ６）。なお、帯電電位比
率調整制御の詳細については、後述する。
【００５１】
　図１６は、実施例３における帯電電位比率調整制御の具体的な制御フローについて説明
する図である。帯電電位比率調整制御では、まず、算出された必要変更量が全て同一方向
の変更か判断する（Ｓ１）。算出された必要変更量が全て同一方向であった場合は（Ｓ１
でＹｅｓ）、帯電電位設定を行う（Ｓ４）。この際、帯電電位設定では、全ての作像部１
の帯電電位を、必要変更量のうち最大値である電位だけ変化させる。このとき、電位条件
が帯電電位範囲の上下限になる場合は、上下限値に設定する。
【００５２】
　算出された必要変更量が同一方向でない場合は（Ｓ１でＮｏ）、電位条件の逆転が発生
するかを判断する（Ｓ２）。この判断は、必要変更量の算出された各作像部１の電位条件
をそれぞれ必要変更量だけ変化させた場合、変化前後で電位の上下関係が変化するか否か
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を判断する。変化前後で電位の上下関係が変化する場合（電位条件の逆転が発生する場合
）は（Ｓ２でＹｅｓ）、帯電電位設定を行う（Ｓ４）。このとき、帯電電位設定では、必
要変更量の算出された作像部１に対して、必要変更量だけ電位を変化させるよう設定する
。変化前後で電位の逆転が発生しない場合は（Ｓ２でＮｏ）、帯電電位比率算出を行い（
Ｓ３）、帯電電位設定を行う（Ｓ４）。
【００５３】
　図１７は、実施例３における帯電電位比率調整制御の詳細について説明する図である。
帯電電位比率算出では、電位差条件算出（Ｓ１）、調整電位条件算出（Ｓ２）の順に処理
を行う。
【００５４】
　図１８は、実施例３における電位差条件算出の詳細について説明する図である。帯電電
位比率算出では、まず、基準作像条件の電位条件において帯電電位の高い順に、例えば図
　１７に示すように、各作像部１に対して順序を設定する。そして、必要変更量が算出さ
れた作像部１である変更作像部それぞれに対し、基準帯電電位と、隣接する順序の変更作
像部の基準帯電電位との差である、基準電位差を算出する。また、変更作像部のうち、基
準帯電電位が最大の作像部１と最小の作像部１との電位差である、基準最大電位差を算出
する。基準電位差と基準最大電位差の例を、図１８に示す。
【００５５】
　次に、必要作像部に対して必要変更量の帯電電位変更を行った結果である変更後帯電電
位を算出する。そして、それぞれに対し、変更後帯電電位と、隣接する順序の変更作像部
の変更後帯電電位との差である、変更後電位差を算出する。また、変更作像部のうち、変
更後帯電電位が最大の作像部１と最小の作像部１との電位差である、変更後最大電位差を
算出する。
【００５６】
　図１９は、実施例３における調整電位条件算出の詳細について説明する図である。調整
電位条件算出では、必要変更量が算出されなかった作像部１である調整作像部それぞれに
対する電位条件の算出を行う。まず、対象となる調整電位作像部より上位の順序、下位の
順序となる作像部双方に、変更作像部があるかを判断する（Ｓ１）。上位の順序、下位の
順序となる作像部双方に、変更作像部があるわけでない場合（Ｓ１でＮｏ）、上位の順序
、下位の順序となる作像部のどちらか一方に変更作像部があるか判断する（Ｓ３）。上位
の順序、下位の順序となる作像部のどちらにも変更作像部が無い場合は（Ｓ３でＮｏ）、
帯電電位の変更は行わない。一方、上位の順序、下位の順序となる作像部のどちらか一方
に変更作像部がある場合は（Ｓ３でＹｅｓ）、基準最大電位差に対する変更後最大電位差
の比である最大電位比を算出する（Ｓ４）。対象となる調整電位作像部の基準帯電電位と
、基準帯電電位が最も近い変更作像部である近傍変更作像部の基準帯電電位との差に、最
大電位比を乗じた調整帯電電位差を算出する（Ｓ５）。そして、近傍変更作像部の変更後
帯電電位を、調整帯電電位差だけ変更した値を、対象となる調整作像部の調整後帯電電位
とする。
【００５７】
　また、上位の順序、下位の順序となる作像部双方に変更作像部がある場合は（Ｓ１でＹ
ｅｓ）、次のような処理を実行する。すなわち、上位の順序の変更作像部のうち最も順序
の近い上位近傍作像部の基準帯電電位を１００［％］とし、下位の順位の作像部のうち最
も順序の近い下位近傍作像部の基準帯電電位を０［％］とする。そして、このときの対象
となる調整作像部の基準帯電電位の比率である基準電位比率を算出する（Ｓ２）。その後
、上位近傍作像部の変更後帯電電位を１００［％］、下位近傍作像部の変更後帯電電位を
０［％］とおいたときに、基準電位比率と同じ比率となる帯電電位を、対象の調整作像部
の調整後帯電電位として算出する（Ｓ５）。
【００５８】
　［実施例４］
　図２０は、実施例４における各作像部１の作像条件を決定する制御フロー図である。実
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施例４に係るプリンタでは、まず実施例１と同様に、第一の作像条件決定タイミングであ
るかを判断する（Ｓ１）。第一の作像条件決定タイミングであった場合は（Ｓ１でＹｅｓ
）、電位制御及び階調制御によって全色の作像部１の第一の作像条件決定制御を実行する
（Ｓ６）。そして、決定した作像条件のうち、各感光体８の帯電電位である基準帯電電位
の値を、記憶装置に記憶（保存）する（Ｓ７）。
【００５９】
　一方、第一の作像条件決定タイミングでない場合は（Ｓ１でＮｏ）、第二の作像条件決
定タイミングであるかを判断する（Ｓ２）。第二の作像条件タイミングは、例えば、予め
定めた、第一の作像条件決定タイミングより少ない枚数の印刷枚数に達したときや、予め
定めた所定の印刷時間が経過したときなどに設定しておけば良い。第二の作像条件決定タ
イミングの場合は（Ｓ２でＹｅｓ）、実行可能判断を行う（Ｓ３）。なお、この実行可能
判断については後述する。実行可能と判断された場合は（Ｓ４でＹｅｓ）、第二の作像条
件決定制御を実行する。実行可能でないと判断された場合は（Ｓ４でＮｏ）、印刷を停止
して第一の作像条件決定制御を実行し（Ｓ６）、決定した作像条件のうち、各感光体８の
帯電電位である基準帯電電位の値を、記憶装置に記憶（保存）する（Ｓ７）。これにより
、第二の作像条件決定制御が実行できない場合は、第一の作像条件決定制御を実施するた
め、印刷速度の低下が生じるものの、常に色味を維持することができる。
【００６０】
　図２１は、実施例４の実効可能判断について説明する図である。実行可能判断では、帯
電電位調整判定までは、図１３と同様の処理を行う。すなわち、まず、前述の帯電電位判
定で実現不可と判断された作像部１に対して、帯電電位の必要変更量を算出する（Ｓ１）
。必要変更量は、基準作像条件の帯電電位である基準帯電電位から、算出された現像ポテ
ンシャルを実現するために変更する必要のある帯電電位変更量の最小値とする。必要変更
量は、例えば、以下のように求める。現像ポテンシャルを基準作像条件より大きくする必
要がある場合は、露光光量を上下限範囲内の上限値とし、現像ポテンシャルの値を基に現
像電位と帯電電位とを設定する。帯電電位設定時の地肌ポテンシャルは、上下限範囲内の
最小値とすればよい。現像ポテンシャルを基準作像条件より小さくする必要がある場合は
、露光光量を上下限範囲内の下限値とし、現像ポテンシャルの値を基に現像電位と帯電電
位とを設定する。帯電電位設定時の地肌ポテンシャルは、範囲内の最大値とすればよい。
【００６１】
　次に、全ての作像部１に対して、帯電電位の変更可能範囲を算出する（Ｓ２）。帯電電
位の変更可能範囲の最大値は、帯電ローラ１８の電圧と感光体８の帯電電位とが、一定の
関係を保つ範囲での最大値としたり、帯電ローラ１８に最大の電圧をかけた場合に、感光
体８が帯電する電位としたりすれば良い。帯電電位の変更可能範囲の最小値は、露光光量
を最大とした上で要求される現像ポテンシャルを基に算出される帯電電位とする。このと
き、地肌ポテンシャルは範囲内の最小値として算出すればよい。変更可能範囲が算出され
たら、帯電電位調整判定を行う（Ｓ３）。帯電電位調整制御が可能と判断した場合は（Ｓ
４でＹｅｓ）、実行可能と判断する（Ｓ６）。一方、帯電電位調整制御が不可能だと判断
した場合は（Ｓ４でＮｏ）、実行不可能と判断する（Ｓ５）。
【００６２】
　［実施例５］
　図２２は、実施例５における各作像部１の作像条件を決定する制御フロー図である。実
施例５では記憶装置に、プリンタが画質を優先する第一のモードであるか、速度を優先す
る第二のモードかを記憶しておく。このモードは、予めプリンタなどの画像形成装置に対
して個々に設定しておいても良いし、ユーザーが任意に設定することができるようにして
おいても良い。
【００６３】
　まず、実施例１と同様に、第一の作像条件決定タイミングであるかを判断する（Ｓ１）
。第一の作像条件決定タイミングであった場合は（Ｓ１でＹｅｓ）、電位制御及び階調制
御によって全色の作像部１の第一の作像条件決定制御を実行する（Ｓ８）。そして、決定
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した作像条件のうち、各感光体８の帯電電位である基準帯電電位の値を、記憶装置に記憶
する（Ｓ９）。
【００６４】
　一方、第一の作像条件決定タイミングでない場合は（Ｓ１でＮｏ）、第二の作像条件決
定タイミングであるかを判断する（Ｓ２）。第二の作像条件タイミングは、例えば、予め
定めた、第一の作像条件決定タイミングより少ない枚数の印刷枚数に達したときや、予め
定めた所定の印刷時間が経過したときなどに設定しておけば良い。第二の作像条件決定タ
イミングの場合は（Ｓ２でＹｅｓ）、実行可能判断を行う（Ｓ３）。実行可能と判断され
た場合は（Ｓ４でＹｅｓ）、第二の作像条件決定制御を実行する。実行可能でないと判断
された場合は（Ｓ４でＮｏ）、速度を優先する第二のモードか否かを判断する（Ｓ６）。
第二のモードであった場合は（Ｓ６でＹｅｓ）、通常作像条件を設定する（Ｓ７）。この
通常作像条件では、必要変更量が算出された作像部１に対して、必要変更量だけ電位を変
化させる。一方、第二のモードではなく第一のモードであった場合は、実施例４と同様に
、印刷を停止して第一の作像条件決定制御を実行し（Ｓ８）、決定した作像条件のうち、
各感光体８の帯電電位である基準帯電電位の値を、記憶装置に記憶する（Ｓ９）。
【００６５】
　これにより、ユーザーやプリンタの目的によって、印刷速度を優先するか、画質を優先
するかを選択することができる。印刷速度を優先する場合でも、可能な場合は第二の作像
条件決定制御を実行する。そのため、色味の変動を抑制することができ、画質を優先する
場合は第二の作像条件決定制御が実行できない場合に第一の作像条件決定制御を実行する
ため、色味の変動を抑制することができる。
【００６６】
　［実施形態２］
　本発明を適用した画像形成装置であるプリンタの他の実施形態について説明する。ここ
で、本実施形態に係るプリンタの基本的な構成は、実施形態１に係るプリンタの構成と同
様なので、その説明は省略する。本実施形態においては、図６を用いて説明したように、
所定のタイミング（第一の作像条件決定タイミング）において算出された、最適な画像濃
度となる感光体８の帯電電位を記憶装置に記憶しておく。そして、次の所定のタイミング
までに作像条件を変更する際（第二の作像条件決定タイミング）では、記憶した各感光体
８の帯電電位の相対関係を維持しつつ、その他の作像条件を最適な画像濃度になるように
決定する。
【００６７】
　図２３は、各作像部１の作像条件を決定する制御フロー図である。本実施形態では、ま
ず第一の作像条件決定タイミングであるかを判断する（Ｓ１）。第一の作像条件決定タイ
ミングであった場合は（Ｓ１でＹｅｓ）、図５に示す電位制御及び図９に示す階調制御に
よって、画像濃度が所望の値となるような各作像部１の作像条件を決定する（Ｓ２）。そ
の後、決定した作像条件のうち、各感光体８の帯電電位を記憶し（Ｓ３）、決定された作
像条件に基づいて所定の調整動作を実施する（Ｓ７）。
【００６８】
　第一の作像条件決定タイミングでない場合は（Ｓ１でＮｏ）、第二の作像条件決定タイ
ミングであるかを判断する（Ｓ４）。第二の作像条件決定タイミングであった場合は（Ｓ
４でＹｅｓ）、第一の作像条件決定タイミングにて記憶された感光体８の帯電電位から、
各感光体８の帯電電位の相対関係を算出する（Ｓ５）。そして、算出した各感光体８の帯
電電位の相対関係を維持し、かつ、画像濃度が所望の値となるような各作像部１の作像条
件を決定する（Ｓ６）。その後、決定された作像条件に基づいて、後述する所定の調整動
作を実施する（Ｓ７）。一方、第二の作像条件決定タイミングでもなかった場合は（Ｓ４
でＮｏ）、何もしない。
【００６９】
　以上により、各作像部１での逆転写率の比を維持することができる。そのため、第二の
作像条件決定タイミングを第一の作像条件決定タイミングより短い周期にすることで、第
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一の作像条件決定タイミング以外でも、第一の作像条件決定タイミングで調整した色味を
維持し続けることができる。
【００７０】
　図２４は、作像条件決定制御を実行する構成の一例を示すブロック図である。本実施形
態のプリンタにおいては、ＣＰＵなどの演算処理部１００において、以下の処理を実施す
る。所定のタイミング（第一の作像条件決定タイミング）で動作する、第一の作像条件決
定部１０１において、最適な画像濃度となる作像条件（第一の作像条件）を決定し、調整
実施部１０４へ作像条件を渡す。また、同タイミングで記憶装置１０２に全て（ｎ個）の
作像部１の感光体８の帯電電位を記憶しておく。
【００７１】
　また、前記所定のタイミング（第一の作像条件決定タイミング）より短い周期の第二の
作像条件決定タイミングで動作する第二の作像条件決定部１０３において、記憶装置１０
２に記憶した各感光体８の帯電電位を呼び出す。そして、その各感光体８の帯電電位の相
対関係を維持しつつ、最適な画像濃度になるような作像条件（第二の作像条件）を決定し
、調整実施部１０４へ作像条件を渡す。調整実施部１０４においては、各作像部１の作像
条件を、第一の作像条件決定部１０１または第二の作像条件決定部１０３において決定さ
れた作像条件に変更・調整する。
【００７２】
　図２５は、本実施形態における第二の作像条件決定タイミング時の具体的な制御フロー
について説明する図である。図２５では、まず第一の作像条件決定タイミングであるかを
判断する（Ｓ１）。第一の作像条件決定タイミングであった場合は（Ｓ１でＹｅｓ）、図
５に示す電位制御、及び図９に示す階調制御によって、画像濃度が所望の値となるような
各作像部１の作像条件を決定する（Ｓ２）。その後、決定した作像条件のうち、各感光体
８の帯電電位を記憶し（Ｓ３）、決定された作像条件に基づいて所定の調整動作を実施す
る（Ｓ７）。
【００７３】
　第一の作像条件決定タイミングでない場合は（Ｓ１でＮｏ）、第二の作像条件決定タイ
ミングであるかを判断する（Ｓ４）。第二の作像条件決定タイミングであった場合は（Ｓ
４でＹｅｓ）、第一の作像部１について、画像濃度が維持されるような作像条件をすべて
算出する（Ｓ５）。次に、第一の作像条件決定タイミングにて記憶された感光体８の帯電
電位から、各感光体８の帯電電位の相対関係を算出する（Ｓ６）。次に、各感光体８の帯
電電位の相対関係を維持するように、第一の作像部以外の作像部１について感光体８の帯
電電位を決定する（Ｓ７）。その後、決定した帯電電位において、画像濃度が所望の値と
なるような第一の作像部以外の作像部１の帯電電位以外の作像条件を決定し（Ｓ８）、決
定された作像条件に基づいて所定の調整動作を実施する（Ｓ７）。
【００７４】
　以上により、算出した各感光体８の帯電電位の相対関係を維持し、且つ、画像濃度が所
望の値となるような各作像部１の作像条件を決定することができる。
【００７５】
　図２６は、第一の作像条件決定タイミングを、プリンタの電源ＯＮ直後とした場合にお
ける制御フローの一例を示したものである。図２６に示した制御フローでは、第一の作像
条件決定タイミングを電源ＯＮ直後としている。そして、まず第一の作像条件決定タイミ
ングとして電源ＯＮ直後であるかを判断する（Ｓ１）。電源ＯＮ直後であった場合は（Ｓ
１でＹｅｓ）、図５に示す電位制御及び図９に示す階調制御によって、画像濃度が所望の
値となるような各作像部１の作像条件を決定する（Ｓ２）。一方、電源ＯＮ直後でない場
合は（Ｓ１でＮｏ）、第二の作像条件決定タイミングであるかを判断する（Ｓ４）。なお
、図２６に示す制御フローは、第一の作像条件決定タイミングを具体的に電源ＯＮ直後と
した以外は、図２３に示す制御フローと同様の処理を行うため、その他の処理についての
説明は省略する。図２６に示す制御フローのように、プリンタの電源ＯＮ時に必ず実施す
ることで、記憶させる各感光体８の帯電電位の相対関係を揮発性メモリに記憶しておけば
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よくなり、不揮発性メモリを圧迫することが無くなる。
【００７６】
　図２７は、第一の作像条件決定タイミングを、プリンタを動作させずに所定の時間放置
されたタイミングとした場合における制御フローの一例を示したものである。図２６に示
した制御フローでは、第一の作像条件決定タイミングを、プリンタを動作させず所定の時
間放置されたタイミングとしている。そして、まず第一の作像条件決定タイミングとして
所定の時間放置後であるかを判断する（Ｓ１）。所定の時間放置後であった場合は（Ｓ１
でＹｅｓ）、図５に示す電位制御及び図９に示す階調制御によって、画像濃度が所望の値
となるような各作像部１の作像条件を決定する（Ｓ２）。一方、所定の時間放置後でない
場合は（Ｓ１でＮｏ）、第二の作像条件決定タイミングであるかを判断する（Ｓ４）。な
お、図２７に示す制御フローは、第一の作像条件決定タイミングを具体的に所定の時間放
置されたタイミングとした以外は、図２３に示す制御フローと同様の処理を行うため、そ
の他の処理についての説明は省略する。
【００７７】
　作像部１に設けられた現像装置２２に収容されたトナーの帯電量は、プリンタを動作さ
せず放置し、現像装置２２内でトナーが攪拌されないことなどによって、放置時間ととも
に減少していく。最適な作像条件はトナーの帯電量に依存するため、放置時間が長くなる
と作像条件の一つである帯電電位の各感光体８での相対関係を維持したまま、他の作像条
件で最適な画像濃度を得ることが困難になる。例えば、プリンタを動作させず所定の時間
放置後に、トナーの帯電量が大きく変化するタイミングをあらかじめ計測しておき、その
タイミングよりも短い周期で各感光体８の帯電電位の相対関係を記憶装置１０２に記憶さ
れる。これにより、各感光体８の帯電電位の相対関係を維持させても、他の作像条件で無
理なく画像濃度を安定させることができる。
【００７８】
　図２８は、第一の作像条件決定タイミングを、所定の枚数印刷されたタイミングとした
場合における制御フローの一例を示したものである。図２６に示した制御フローでは、第
一の作像条件決定タイミングを所定の枚数印刷されたタイミングとしている。そして、ま
ず第一の作像条件決定タイミングとして、前回から所定の枚数印刷されたタイミングであ
るかを判断する（Ｓ１）。前回から所定の枚数印刷されたタイミングであった場合は（Ｓ
１でＹｅｓ）、図５に示す電位制御及び図９に示す階調制御によって、画像濃度が所望の
値となるような各作像部１の作像条件を決定する（Ｓ２）。一方、前回から所定の枚数印
刷されたタイミングでない場合は（Ｓ１でＮｏ）、第二の作像条件決定タイミングである
かを判断する（Ｓ４）。なお、図２８に示す制御フローは、第一の作像条件決定タイミン
グを具体的に所定の枚数印刷されたタイミングとした以外は、図２３に示す制御フローと
同様の処理を行うため、その他の処理についての説明は省略する。
【００７９】
　作像部１に設けられた現像装置２２に収容されている現像剤は、現像装置２２内が攪拌
されると徐々に劣化していく。この劣化は画像濃度の変動と相関があることが知られてお
り、最適な作像条件は現像剤の劣化に依存するといえる。このため、現像剤の劣化が進む
と、作像条件の一つである帯電電位の各感光体８での相対関係を維持したまま、他の作像
条件で最適な画像濃度を得ることが困難になる。ここで、現像装置２２内で現像剤が現像
剤攪拌スクリュ２２ｃにより攪拌されるのは印刷時である。そのため、例えば、画像濃度
が大きく変化する印刷枚数をあらかじめ計測しておき、その印刷枚数よりも少なく印刷枚
数（短い周期）で各感光体８の帯電電位の相対関係を記憶装置１０２に記憶する。これに
より、各感光体８の帯電電位の相対関係を維持させても、他の作像条件で無理なく画像濃
度を安定させることができる。
【００８０】
　図２９は、本実施形態における調整動作を具体的にした一例である。この例では、決定
する作像条件に現像能力を含んでおり、現像能力を適切な画像濃度となるように調整する
方法を、以下のようにするものである。すなわち、現像能力が低いときは現像装置２２内



(19) JP 6541025 B2 2019.7.10

10

20

30

40

50

にトナーを補給し、現像能力が高いときには現像装置２２内のトナーを攪拌するものであ
る。
【００８１】
　現像能力が低い場合、トナーは現像されにくくなっているため、トナーの帯電量を下げ
る必要がある。このため、現像装置２２内に帯電していないトナーを補給して、現像装置
２２内のトナーの帯電量を下げれば、現像能力を上げることができる。逆に、現像能力が
高い場合、トナーは現像されやすくなっているため、トナーの帯電量を上げる必要がある
。このため、現像装置２２内のトナーを攪拌することで摩擦帯電させて、現像装置２２内
のトナーの帯電量を上げれば、現像能力を下げることができる。
【００８２】
　図２９に示す調整動作に関する制御フローでは、まず第一の作像条件決定タイミングで
あるかを判断する（Ｓ１）。第一の作像条件決定タイミングであった場合は（Ｓ１でＹｅ
ｓ）、図５に示す電位制御及び図９に示す階調制御によって、画像濃度が所望の値となる
ような、各作像部１の現像能力を含む作像条件を決定する（Ｓ２）。その後、決定した作
像条件のうち、各感光体８の帯電電位を記憶する（Ｓ３）。次に、現像能力を高くする必
要があるかを判断する（Ｓ７）。現像能力を高くする必要があると判断した場合は（Ｓ７
でＹｅｓ）、現在の現像能力と、決定された現像能力との差分に応じた量のトナーを、現
像装置２２内に補給する（Ｓ８）。その後、決定された作像条件に基づいて、その他の所
定の調整動作を実施する（Ｓ１１）。
【００８３】
　一方、現像能力を高くする必要がないと判断した場合は（Ｓ７でＮｏ）、現像能力を低
くする必要があるかを判断する（Ｓ９）。現像能力を低くする必要がないと判断した場合
は（Ｓ９でＮｏ）、そのまま、決定された作像条件に基づいて、その他の所定の調整動作
を実施する（Ｓ１１）。現像能力を低くする必要があると判断した場合は（Ｓ９でＹｅｓ
）、現在の現像能力と、決定された現像能力と差分に応じた時間だけ、現像装置２２内で
トナーを攪拌する（Ｓ１０）。その後、決定された作像条件に基づいて、その他の所定の
調整動作を実施する（Ｓ１１）。
【００８４】
　また、第一の作像条件決定タイミングであるかの判断において、第一の作像条件決定タ
イミングでない場合は（Ｓ１でＮｏ）、第二の作像条件決定タイミングであるかを判断す
る（Ｓ４）。第二の作像条件決定タイミングであった場合は（Ｓ４でＹｅｓ）、第一の作
像条件決定タイミングにて記憶した感光体８の帯電電位から、各感光体８の帯電電位の相
対関係を算出する（Ｓ５）。そして、算出した各感光体８の帯電電位の相対関係を維持し
、かつ、画像濃度が所望の値となるような、各作像部１の現像能力を含む作像条件を決定
する（Ｓ６）。その後、現像能力を高くする必要があるかの判断を行い（Ｓ７）、以下、
前述したのと同様の処理を行う。一方、第二の作像条件決定タイミングでもなかった場合
は（Ｓ４でＮｏ）、何もしない。
【００８５】
　以上のような制御を、各色の作像部１に設けられた現像装置２２に対して実施すること
で、各色の感光体８の帯電電位の相対関係を維持したまま、適切な画像濃度を得ることが
できる。
【００８６】
　図３０は、作像条件決定制御を実行する構成の他例を示すブロック図である。図３０に
示したブロック図では、図２４に示したブロック図の演算処理部１００において調整実施
部１０４の出力先に、トナー濃度制御部１０５が追加されている。トナー濃度制御部１０
５では、現像装置２２内のトナー濃度を制御するために参照されるトナー濃度制御基準値
に応じてトナー濃度を制御する。調整実施部１０４では、第一の作像条件決定部１０１ま
たは第二の作像条件決定部１０３で決定された作像条件を基にトナー濃度制御基準値を求
め、トナー濃度制御部１０５に渡す。
【００８７】
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　図３１は、図３０に示すブロック図の構成を使用した際における調整動作に関する制御
フローの一例を示したものである。この例では、図２９と同様に、決定する作像条件に現
像能力を含んでおり、現像能力を適切な画像濃度となるように調整する方法を、以下のよ
うにするものである。すなわち、現像能力が低いときは、トナー濃度制御部１０５におい
て、現在のトナー濃度よりも高いトナー濃度に制御されるようにトナー濃度制御基準値を
変更する。現像能力が高いときには　トナー濃度制御部１０５において、現在のトナー濃
度よりも低いトナー濃度に制御されるようにトナー濃度制御基準値を変更するものである
。
【００８８】
　現像能力が低い場合、トナーは現像されにくくなっているため、トナーの帯電量を下げ
る必要がある。このため、現像装置２２内に帯電していないトナーをトナー補給装置によ
って現像装置２２のケーシング２２ｂ内に補給して、現像装置２２のケーシング２２ｂ内
のトナーの帯電量を下げれば、現像能力を上げることができる。トナーを補給するには、
トナー濃度制御で現在よりも高濃度にすれば良いため、トナー濃度制御基準値を現在のト
ナー濃度よりも高いトナー濃度に制御されるように設定すれば良いことになる。
【００８９】
　現像能力が高い場合、トナーは現像されやすくなっているため、トナーの帯電量を上げ
る必要がある。このため、現像装置２２のケーシング２２ｂ内のトナーを攪拌することで
摩擦帯電させて、現像装置２２のケーシング２２ｂ内のトナーの帯電量を上げれば、現像
能力を下げることができる。この際、多量のトナーが現像装置２２のケーシング２２ｂ内
に補給されてしまうと、いくら攪拌してもトナーの帯電量が上がらない。このため、トナ
ー濃度制御基準値を現在のトナー濃度よりも低いトナー濃度に制御されるように設定する
ことで、多量のトナーが現像装置２２のケーシング２２ｂ内に補給されずにケーシング２
２ｂ内のトナーを攪拌することができる。
【００９０】
　図３１に示す調整動作に関する制御フローでは、まず第一の作像条件決定タイミングで
あるかを判断する（Ｓ１）。第一の作像条件決定タイミングであった場合は（Ｓ１でＹｅ
ｓ）、図５に示す電位制御及び図９に示す階調制御によって、画像濃度が所望の値となる
ような、各作像部１の少なくとも帯電電位及び現像能力を含む作像条件を決定する（Ｓ２
）。その後、決定した作像条件のうち、各感光体８の帯電電位を記憶する（Ｓ３）。次に
、現像能力を高くする必要があるかを判断する（Ｓ７）。現像能力を高くする必要がある
と判断した場合は（Ｓ７でＹｅｓ）、トナー濃度制御部１０５において、現在のトナー濃
度よりも高いトナー濃度に制御されるように、トナー濃度制御基準値を変更する（Ｓ８）
。その後、決定された作像条件に基づいて、その他の所定の調整動作を実施する（Ｓ１１
）。
【００９１】
　一方、現像能力を高くする必要がないと判断した場合は（Ｓ７でＮｏ）、現像能力を低
くする必要があるかを判断する（Ｓ９）。現像能力を低くする必要がないと判断した場合
は（Ｓ９でＮｏ）、そのまま、決定された作像条件に基づいて、その他の所定の調整動作
を実施する（Ｓ１１）。現像能力を低くする必要があると判断した場合は（Ｓ９でＹｅｓ
）、トナー濃度制御部１０５において、現在のトナー濃度よりも低いトナー濃度に制御さ
れるように、トナー濃度制御基準値を変更する（Ｓ１０）。その後、決定された作像条件
に基づいて、その他の所定の調整動作を実施する（Ｓ１１）。
【００９２】
　また、第一の作像条件決定タイミングであるかの判断において、第一の作像条件決定タ
イミングでない場合は（Ｓ１でＮｏ）、第二の作像条件決定タイミングであるかを判断す
る（Ｓ４）。第二の作像条件決定タイミングであった場合は（Ｓ４でＹｅｓ）、第一の作
像条件決定タイミングにて記憶した感光体８の帯電電位から、各感光体８の帯電電位の相
対関係を算出する（Ｓ５）。そして、算出した各感光体８の帯電電位の相対関係を維持し
、かつ、画像濃度が所望の値となるような、各作像部１の少なくとも帯電電位及び現像能
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力を含む作像条件を決定する（Ｓ６）。その後、現像能力を高くする必要があるかの判断
を行い（Ｓ７）、以下、前述したのと同様の処理を行う。一方、第二の作像条件決定タイ
ミングでもなかった場合は（Ｓ４でＮｏ）、何もしない。
【００９３】
　以上のような制御を、各色の作像部１に設けられた現像装置２２に対して実施すること
で、各色の作像部１における各感光体８の帯電電位の相対関係を維持したまま、適切な画
像濃度を得ることができる。
【００９４】
　以上に説明したものは一例であり、次の態様毎に特有の効果を奏する。
（態様Ａ）
　潜像を担持する感光体８などの像担持体と、前記像担持体の表面を帯電する帯電ローラ
１８などの帯電手段と、前記帯電手段によって帯電された前記像担持体の表面を露光して
潜像を形成する露光装置２０などの露光手段と、前記像担持体の表面に形成された潜像を
トナーを含有する現像剤で現像する現像装置２２などの現像手段とを有する、複数の作像
部１などの作像手段と、所定のタイミングで、前記作像手段により作像される画像の画像
濃度が所望の画像濃度となるような、少なくとも前記像担持体の帯電電位を含む前記作像
手段の第一の作像条件を決定する第一の作像条件決定部１０１などの第一の作像条件決定
手段とを備えた画像形成装置において、前記第一の作像条件決定手段で決定された前記第
一の作像条件を記憶する記憶装置１０２などの記憶手段と、前記記憶手段に記憶された前
記第一の作像条件から、各像担持体の帯電電位の相対関係を基に、所望の画像濃度が得ら
れるような前記作像手段の第二の作像条件を決定する第二の作像条件決定部１０３などの
第二の作像条件決定手段とを有する。
　作像条件決定制御において各色でベタ画像に適正な作像条件を調整すると、調整前と調
整後とで、混色画像における各色トナーの逆転写率の相対関係が変化し、混色画像を形成
する各色のトナー付着量の割合が変化することで、混色画像の色味が変動してしまう。（
態様Ａ）においては、上記実施形態について説明したように、混色画像における各色トナ
ーの逆転写率の相対関係が変化するの抑制し、混色画像を形成する各色のトナー付着量の
割合が変化して色味が変動するのを抑えつつ、所望の画像濃度を得ることができる。
（態様Ｂ）
　（態様Ａ）において、前記第二の作像条件決定手段は前記第二の作像条件として、前記
記憶手段に記憶された前記第一の作像条件から、各像担持体の帯電電位の相対関係を維持
しつつ、所望の画像濃度が得られるような作像条件を決定する。これによれば、上記実施
形態について説明したように、所望の画像濃度が得られるような前記第二の作像条件が、
第一の作像条件から各像担持体の帯電電位を変更する必要がある場合でも、混色画像の色
味を維持し続けることができる。
（態様Ｃ）
　（態様Ａ）または（態様Ｂ）において、前記第二の作像条件決定手段は、前記第一の作
像条件である前記帯電電位を基に、前記第二の作像条件として少なくとも前記現像手段の
現像電位条件を決定する。これによれば、上記実施形態について説明したように、各像担
持体の帯電電位の相対関係を維持しつつ、帯電電位以外の作像条件として前記現像電位条
件を設定して所望の画像濃度を得ることができる。
（態様Ｄ）
　（態様Ａ）乃至（態様Ｃ）のいずれかにおいて、前記第二の作像条件決定手段は、前記
第一の作像条件である前記帯電電位を基に、前記第二の作像条件として少なくとも前記露
光手段の露光条件を決定する。これによれば、上記実施形態について説明したように、各
像担持体の帯電電位の相対関係を維持しつつ、帯電電位以外の作像条件として前記露光条
件を設定して所望の画像濃度を得ることができる。
（態様Ｅ）
　（態様Ａ）乃至（態様Ｄ）のいずれかにおいて、前記第二の作像条件決定手段は、前記
第一の作像条件である前記帯電電位を基に、前記第二の作像条件として少なくとも前記帯
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電手段の帯電電位条件を変更する。これによれば、上記実施形態について説明したように
、各像担持体の帯電電位の相対関係を維持しつつ、作像条件として前記帯電電位条件を設
定して所望の画像濃度を得ることができる。
（態様Ｆ）
　（態様Ａ）乃至（態様Ｅ）のいずれかにおいて、前記相対関係は、各像担持体の帯電電
位の差である。これによれば、上記実施形態について説明したように、各像担持体の帯電
電位の差を維持することで、前記相対関係を維持することができる。
（態様Ｇ）
　（態様Ａ）乃至（態様Ｅ）のいずれかにおいて、前記相対関係は、各像担持体の帯電電
位の比であるこれによれば、上記実施形態について説明したように、各像担持体の帯電電
位の比を維持することで、前記相対関係を維持することができる。また、各像担持体の帯
電電位の差を維持できない場合でも、前記相対関係を維持することができ、より色味変動
を抑えることができる。
（態様Ｈ）
　（態様Ａ）乃至（態様Ｅ）のいずれかにおいて、前記相対関係は、各像担持体の帯電電
位の上下関係である。これによれば、上記実施形態について説明したように、各像担持体
の帯電電位の上下関係を維持することで、各像担持体の帯電電位の差や比が維持できない
場合でも、前記相対関係を維持することができ、より色味変動を抑えることができる。
（態様Ｉ）
　（態様Ａ）乃至（態様Ｈ）のいずれかにおいて、前記第二の作像条件決定手段によって
前記相対関係を維持できるような前記第二の作像条件を決定することができない場合に、
前記第一の作像条件決定手段による前記第一の作像条件の決定を行う。これによれば、上
記実施形態について説明したように、前記相対関係が維持できない場合は、第一の作像条
件決定手段によって前記第一の作像条件を決定するので、色味変動を抑えることができる
。
（態様Ｊ）
　（態様Ａ）乃至（態様Ｉ）のいずれかにおいて、画質優先モードと速度優先モードとを
有しており、前記画質優先モードにおいて、前記第二の作像条件決定手段によって前記相
対関係を維持できるような前記第二の作像条件を決定できない場合に、前記第一の作像条
件決定手段による前記第一の作像条件の決定を行う。これによれば、上記実施形態につい
て説明したように、色味の変動を抑制することができる。
（態様Ｋ）
　（態様Ａ）において、前記第二の作像条件決定手段は、前記第一の作像条件決定手段よ
りも短い周期で、前記記憶手段に記憶された前記第一の作像条件から各像担持体の帯電電
位の相対関係を維持し、かつ、所望の画像濃度が得られるような、前記第二の作像条件を
決定するものであり、前記第一の作像条件または前記第二の作像条件に基づいて、所定の
調整動作を実行する調整実施部１０４などの調整手段を有する。これによれば、上記実施
形態について説明したように、第一の作像条件を決定する前記所定のタイミング以外でも
、前記所定のタイミングで調整した色味を維持することができる。
（態様Ｌ）
　（態様Ａ）において、前記現像手段は、トナーとキャリアとを含む現像剤を収容するケ
ーシング２２ｂなどの現像剤収容部と、前記現像剤収容部に収容された現像剤を攪拌する
現像剤攪拌スクリュ２２ｃなどの攪拌手段とを有し、前記現像剤収容部にトナーを補給す
るトナー補給装置などのトナー補給手段と、前記現像剤収容部内の現像剤のトナー濃度を
制御するために参照されるトナー濃度制御基準値に応じてトナー濃度を制御するトナー濃
度制御手段とを備えており、前記第二の作像条件決定手段は、前記第一の作像条件決定手
段よりも短い周期で、前記記憶手段に記憶された前記第一の作像条件から各像担持体の帯
電電位の相対関係を維持し、かつ、所望の画像濃度が得られるような、少なくとも帯電電
位及び現像能力を含む前記第二の作像条件を決定するものであり、前記第一の作像条件ま
たは前記第二の作像条件に基づいて、所定の調整動作を実行する調整実施部１０４などの
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調整手段を有する。これによれば、上記実施形態について説明したように、第一の作像条
件を決定する前記所定のタイミング以外でも、前記所定のタイミングで調整した色味を維
持し続けることができる。
（態様Ｍ）
　（態様Ｋ）または（態様Ｌ）において、前記第二の作像条件決定手段は、前記複数の作
像手段のうちのいずれかひとつの作像手段において作像された画像の濃度が所望の画像濃
度となるような前記第二の作像条件を決定し、前記記憶手段に記憶された前記第一の作像
条件から各像担持体の帯電電位の相対関係を維持するように、前記複数の作像手段のうち
他の作像手段が有する像担持体の帯電電位を決定し、その決定した前記帯電電位で所望の
画像濃度が得られるような、帯電電位以外の作像条件を決定する。これによれば、上記実
施形態について説明したように、各作像手段の帯電電位の相対関係を維持し、且つ、所望
の画像濃度となるような作像条件を決定することができる。
（態様Ｎ）
　（態様Ｋ）乃至（態様Ｍ）のいずれかにおいて、前記第一の作像条件決定手段が前記第
一の作像条件の決定を行う前記所定のタイミングは、電源ＯＮ時である。これによれば、
上記実施形態について説明したように、各像担持体の帯電電位の相対関係を揮発性メモリ
に記憶しておけばよくなり、不揮発性メモリを圧迫することが無くなる。
（態様Ｏ）
　（態様Ｋ）乃至（態様Ｍ）のいずれかにおいて、前記第一の作像条件決定手段が前記第
一の作像条件の決定を行う前記所定のタイミングは、所定の時間放置された後である。こ
れによれば、上記実施形態について説明したように、各像担持体の帯電電位の相対関係を
維持させても、他の作像条件で無理なく画像濃度を安定させることができる。
（態様Ｐ）
　（態様Ｋ）乃至（態様Ｍ）のいずれかにおいて、前記第一の作像条件決定手段が前記第
一の作像条件の決定を行う前記所定のタイミングは、所定の枚数印刷された後である。こ
れによれば、上記実施形態について説明したように、各像担持体の帯電電位の相対関係を
維持させても、他の作像条件で無理なく画像濃度を安定させることができる。
（態様Ｑ）
　（態様Ｌ）乃至（態様Ｐ）において、前記調整手段は、前記第二の作像条件決定手段に
よって、現在よりも現像能力を上げるように決定された場合に、前記トナー補給手段によ
って前記現像剤収容部にトナーを補給させる。これによれば、上記実施形態について説明
したように、トナーの帯電量を下げて、現像能力を上げることができ、各像担持体の帯電
電位の相対関係を維持したまま、適切な画像濃度を得ることができる。
（態様Ｒ）
　（態様Ｌ）乃至（態様Ｑ）において、前記調整手段は、前記第二の作像条件決定手段に
よって、現在よりも現像能力を下げるように決定された場合に、前記現像剤収容部に収容
された現像剤を前記攪拌手段によって攪拌させる。これによれば、上記実施形態について
説明したように、トナーの帯電量を上げて、現像能力を下げることができ、各像担持体の
帯電電位の相対関係を維持したまま、適切な画像濃度を得ることができる。
（態様Ｓ）
　（態様Ｌ）乃至（態様Ｒ）において、前記調整手段は、前記第二の作像条件決定手段に
よって、現在よりも現像能力を上げるように決定された場合に、前記トナー濃度制御手段
によって、現在のトナー濃度よりも高いトナー濃度に制御されるように前記トナー濃度制
御基準値を変更する。これによれば、上記実施形態について説明したように、トナーの帯
電量を下げて、現像能力を上げることができ、各像担持体間における帯電電位の相対関係
を維持したまま、適切な画像濃度を得ることができる。
（態様Ｔ）
　（態様Ｌ）乃至（態様Ｓ）において、前記調整手段は、前記第二の作像条件決定手段に
よって、現在よりも現像能力を下げるように決定された場合に、前記トナー濃度制御手段
によって、現在のトナー濃度よりも低いトナー濃度に制御されるように前記トナー濃度制
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御基準値を変更する。これによれば、上記実施形態について説明したように、トナーの帯
電量を上げて、現像能力を下げることができ、各像担持体の帯電電位の相対関係を維持し
たまま、適切な画像濃度を得ることができる。
【符号の説明】
【００９５】
　１　　　作像部
　８　　　感光体
　１０　　一次転写装置
　１２　　給紙トレイ
　１３　　給紙ローラ
　１４　　二次転写ローラ
　１５　　定着装置
　１５ａ　加圧ローラ
　１５ｂ　加熱ローラ
　１６　　排紙ローラ対
　１７　　排紙トレイ
　１８　　帯電ローラ
　２０　　露光装置
　２０ａ　ミラー
　２２　　現像装置
　２２ａ　現像ローラ
　２２ｂ　ケーシング
　２２ｃ　現像剤攪拌スクリュ
　２４　　感光体クリーニング装置
　２４ａ　クリーニングブレード
　２６　　露光箇所
　３４　　光学センサ
　３８　　中間転写ベルト
　１００　演算処理部
　１０１　作像条件決定部
　１０２　記憶装置
　１０３　作像条件決定部
　１０４　調整実施部
　１０５　トナー濃度制御部
【先行技術文献】
【特許文献】
【００９６】
【特許文献１】特許第５４４０９３８号公報
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